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２　在宅での歯科診療が困難であると判断され、連携している地域の病院
歯科等を受診し、入院して歯科診療を行った場合に、在宅歯科診療を担
う歯科診療所の後方支援としての病院歯科の機能を評価するため、入院
基本料への加算を創設する。

（新）地域歯科診療支援病院入院加算　○○○点
［算定要件］
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方社会
保険事務局長に届け出た病院である保険医療機関において、別の保険医療
機関で歯科訪問診療を実施している患者に対して、当該保険医療機関から
文書により診療情報の提供を受け、求めに応じて入院させた場合に、入院
基本料について入院初日に限り所定点数に加算する

在宅歯科医療等の推進（後期高齢者医療を含む）
第１　基本的な考え方
１　在宅又は社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支援する歯科診
療所の整備を図る。
２　後期高齢者は、生活の質にも影響を及ぼす歯科疾患の重症化や摂食・嚥
下障害の発現等が顕著になる時期であることから、疾患の管理に併せて、
口腔機能の評価及び管理を適切に行うことが強く求められており、後期高
齢者の口腔機能の評価を新設する。
３　入院中の患者が退院する際に、在宅療養を支える医療従事者間で情報共
有が進むよう、在宅医療を担う医師、訪問看護ステーションの看護師以外
の者が、入院中の医療機関との共同指導に参加した場合の評価を新設す
る。
４　在宅療養を行っている患者に対して、医師及び歯科医師等の医療従事者
が相互に、在宅において療養を行っている介護サービスを利用しない患者
について、利用する医療サービス、福祉サービス等の情報を共有するとと
もに、それらの情報を踏まえた療養上必要な指導に対する評価を新設す
る。
５　在宅療養を支える医療従事者間での情報共有及び共同指導を促進するた
めの評価を新設する。
第２　具体的な内容
１　在宅療養支援歯科診療所の創設
　�　後期高齢者の在宅又は社会福祉施設等における療養を歯科医療面から支
援する歯科診療所を「在宅療養支援歯科診療所」と位置付け、その機能の
評価を新設する。

（新）在宅療養支援歯科診療所の新設
［施設基準］
　１　所定の研修を受講した常勤の歯科医師が１名以上配置されていること
　２　歯科衛生士が１名以上配置されていること
　３　必要に応じて、患者又は家族、在宅医療を担う医師、介護・福祉関係
者等に情報提供できる体制を整えていること

　４　在宅歯科診療に係る後方支援の機能を有する別の保険医療機関との連
携体制が確保されていること

２　後期高齢者在宅療養口腔機能管理料の新設
　在宅療養支援歯科診療所による後期高齢者の歯科疾患及び口腔機能の管理
を評価するため、老人訪問口腔指導管理料を廃止し、後期高齢者在宅療養口
腔機能管理料を新設する。

　　　老人訪問口腔指導管理料　430点→廃止
（新）後期高齢者在宅療養口腔機能管理料　○○○点（月１回）
［算定要件］

　１　在宅療養支援歯科診療所に属する歯科医師が、在宅又は社会福祉施設
等において療養を行っている通院困難な後期高齢者に対して歯科訪問診
療を行った場合であって、患者の歯科疾患の状況及び口腔機能の評価の
結果等を踏まえ、歯科疾患及び口腔機能の管理計画を作成し、当該患者
又はその家族等に対して文書により提供した場合に算定する

　２　歯科疾患管理料（仮称）は別に算定できない

３　退院時共同指導料の新設
（１）�　退院後の在宅医療を担う保険医療機関と連携する歯科診療所の歯科

医師又は歯科衛生士が、共同指導に参加した場合の評価を新設する。

（新）退院時共同指導料１
　　　１　在宅療養支援歯科診療所の場合　○○○点
　　　２　１以外の場合　　　　　　　　　○○○点

（２）�　入院中の保険医療機関の保険医である歯科医師、看護師、歯科衛生
士等が、入院中の患者に対して、患者の同意を得て、退院後の在宅で
の療養上必要な説明及び指導を、在宅療養を担う保険医療機関の医
師、看護師等と共同して行った場合の評価を新設する。

（新）退院時共同指導料２　○○○点

４　在宅患者連携指導料の新設
　　歯科医師が、歯科訪問診療を行っている患者の利用する医療サービス及
び福祉サービス等の情報について、在宅療養を担う医師、訪問看護ステー
ションの看護師及び保険調剤薬局の薬剤師等と共有し、その情報に基づい
て共同で療養上必要な指導を行うことの評価を新設する。

（新）在宅患者連携指導料　○○○点（月１回）

５　在宅患者緊急時力ンファレンス料の新設
　　歯科訪問診療を実施している歯科医師が患者の病状の急変に伴い、関係
する医療従事者と共同で在宅等に赴いてカンファレンスを行い、療養上必
要な指導を共同で行うことの評価を新設する。

（新）在宅患者緊急時カンファレンス料　○○○点（月２回）

６　後期高齢者終末期相談支援料の新設
　一般的に認められている医学的知見に基づき回復を見込むことが難しいと
医師が判断した後期高齢者に対して、患者の同意を得て、医師からの依頼
を受けた歯科医師が、医師又は看護師等と共同し、相談支援を行うことの
評価を新設する。

（新）後期高齢者終末期相談支援料　○○○点（月１回）

歯科訪問診療等の見直し
第１　基本的な考え方
１　在宅及び社会福祉施設等において療養を行っている通院が困難な患者に
対する歯科訪問診療について、平成18年度診療報酬改定結果検証部会の調
査結果等も踏まえた文書による情報提供の在り方を見直す。
２　適切な歯科訪問診療を提供する観点から、歯科訪問診療を行う際には、
慢性的な歯科疾患のみならず、歯科疾患の急性症状の発症時等にも即応で
きることについての評価を新設する。
第２　具体的な内容
１　平成18年度診療報酬改定結果検証部会の調査結果を踏まえ、歯科訪問診
療料に係る算定要件としての文書提供を廃止する。

現　行 改正案
　患者又はその家族に説明した上で
文書により情報提供を行った場合に
算定する。

　患者又はその家族に説明した内容
について診療録に記載した場合に算
定する。

（12）
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